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「戦略と組織が連動する Human＆Skill Growth Market 

place ～社内人財プラットフォームを活用し、人的資本価

値を循環させ、あらゆる人の可能性を広げる～」 
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第 1章 序章 

1.1 問題意識と解決策の仮説 

自身が所属する NECはコア事業を持ちながら多角化を推進し、2000年代から 10年中盤

までの間で成熟期から衰退したが、その後事業構造改革を行い、復活を遂げつつある。バ

ブル崩壊後に様々なグループ企業を売却し、リストラクチャリングも行いながら、2022年

度決算にて過去最高益を実現した。 

 このような背景には、戦略・人財・組織が綿密に連携され、新たなコア事業を生み出す

組織の最小単位であるイノベーション人財と事業を永続的に支えるオペレーション人財の

双方のバランスやイノベーション人財が活躍出来る組織のあり方が設計できていなかった

のではないだろうか。これらの人財については、価値創造につながる素養・マインド等の

特徴を把握し、その活用や育成の方法を探ることが求められる。また、優秀な人財が働き

やすい組織のあるべき姿を双方の人財から調査を行い、現在の人的資源管理や組織制度・

評価・カルチャー等の研究を行い、今後とるべき戦略的な人財・組織のあり方を提案す

る。 

 合わせて、経営戦略と組織戦略の整合が取れていないことが多くの企業で散見されてい

る。成長を続ける Googleや過去自身が所属した日本でも数少ないユニコーン企業でもあ

るメルカリ等を比較研究し、成功要因を把握し、今後取るべきあり方を提案する。 

 本論においては、組織の最小単位の人財から組織のあり方を探求し、今後戦略と組織戦

略の相互補完関係をより強固にするための、人的資源管理の新たな手法や成功要因の仕組

化を検討し、提案を実施する。 
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第 2章 NECの低迷と再興、現在の戦略と組織戦略 

2.1 NECの変遷 衰退と復活 

NEC は 1990 年代に入るとバブル経済崩壊とともに停滞期に突入する。一方で、ネットワ

ーク化の進展とグローバル化の競争が激化。初頭に中国側から電子交換機と LSI の技術協

力要請により中国現地法人を 19 社設立。EU 等では合弁契約を通じて急速拡大後、1991 年

のバブル経済終焉により、1993 年以降売上・営業利益は減少。その後多くの事業を売却・

リストラを実施した。以後、全部門横断型の事業開発組織の設置や AI創薬、ヘルスケア領

域にも挑戦しながら、2022年度には過去最高益を達成し、2025年の中期経営計画の達成を

目指している。 

 

  

図：1993年～2010年におけるNECの売上・収益推移 

 
出所①：NEC CORPORATION 2020:INNOVATING FOR THE FUTURE 

出所②：NEC 創立 120年史 120年、そのさきの NEC へ。 未来に向けて、学ぶべき 1999 ｰ 2019 

  

図：NEC における低迷と再興 概略 
1998年 防衛庁事件水増し請求、経営陣逮捕 
2000年 NEC ホームエレクトロニクスの事業終了、本社ビル売却 
2002年 半導体事業の赤字が 1,482億円 
2004年 DRAM 事業以外の半導体の分社化 
2011年 プラズマディスプレイ事業からも事業撤退 
2013年 レノボ社へパソコン事業の合弁事業を設立し、事業を段階的

撤退 
2013年 ビジネスイノベーションユニット設立による事業開発強化 
2014年 NEC ビックローブを投資ファンドへ売却 
2017年 社内ベンチャー dotData,Incのスピンアウト 
2018年 NEC モバイルコミュニケーションズ（携帯電話事業）解散 
2018年 インサイドアクセレーターを推進するNEC X を設立 

出所：筆者作成 
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2.2  NECにおける戦略と組織の課題 

2.2.1 企業カルチャー 

NEC という組織は 100 点主義であり、アジャイルにモノゴトを進めることが出来ない。ま

た、改革や提案をした際に、「言ったもの負け文化」が起きており、成功したとしても評価

をされない。 

 

2.2.2 従業員エンゲージメントスコアの低空推移 

エンゲージメントスコアを中期経営計画で 50％にするという目標だが、2022 年度の全体

のエンゲージメントスコアは 36％。経営陣だけをみると、90％という数値が出ている。 

 

2.2.3 ブランド認知率の低さ 

新卒市場の約 3分の 1が NECを「まったく知らない」とし、認知者のうちでも約半数が好

感度では「どちらともいえない」もしくは「好感度が持てなかった」と回答。キャリア市場

でも NEC入社の 2割が、同様の回答傾向を示している。 

 

2.2.4 人財のポジション不一致 

事業開発職では、事業開発経験がない人財を採用することも多い。また、横断的に見るべ

き部署が各 BU・各部門で複数に分散しており、戦略的な組織シナジーを発揮できていない。 

 

2.3 本章のまとめ 

 現在、2024年度からジョブ型雇用の全社導入を準備中であるが、新制度と現状制度の移

管準備が間に合っていない。従業員エンゲージメントスコアからも分かるとおり、従業員

がモチベーションを保ち、前向きに業務に取り組めていないということは、やり方によっ

ては生産性をこれから上げられるチャンスもある。また綿密にそれぞれの制度が連動して

いないことも根本原因の一つでもあり、優秀な人財を活かす方法を研究する余地がある。 

  

図：NEC エンゲージメントスコア 低さの要因 

 

出所：社内資料から筆者作成 
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第 3章 イノベーション人財とオペレーション人財における差異 

3.1 本章における仮説 

イノベーション人財とオペレーション人財のそれぞれの素養と特徴を把握する。イノベ

ーション人財の定義としては創業者や事業責任者または準ずる立場で、事業化・製品プロダ

クト・サービスを創り上げた立場の人財と定義する。イノベーション人財は、個人的な要素

（素養やマインド・スキル等）を保有していると想定される。過去に事業化を成しえた人財

に対して調査を行い、その人財がもつ素養・要素を研究する。 

今回の研究では先行研究でもある野村総合研究所「イノベーション人財に関するアンケ

ート調査」（野村総合研究所、2012）の調査を参考にし、社会課題要素や事業化機会を見出

す価値創造力と事業を推進・事業化する価値実現力の 2つの観点をもとに研究する。 

 

 

また、性格的素養も人財マネジメントでは重要である。個々の性格的素養を端的に把握す

るため、ビッグ・ファイブ理論に基づいた日本語版 Ten Item Personality Inventory（TIPI-

J）の質問項目を活用して調査を行う。以上から、先天的・後天的なイノベーター要素がど

のように組み合わさり、価値創造・実現につながっているのかを分析する。 

 

図：イノベーションを牽引した人材を特徴づける 7つの素養・マインド 

 
出所：野村総合研究所「イノベーション人材に関するアンケート調査」（野村総合研究所、2012） 
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図：ビック・ファイブ理論調査（日本語版 Ten Item Personality Inventory（TIPI-J））の
イメージ図 

 
出所：筆者作成 

図：ビック・ファイブ理論調査（日本語版 Ten Item Personality Inventory（TIPI-J））の
平均  

 
出所：筆者作成 
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3.2 ビック・ファイブ理論調査（日本語版 Ten Item Personality Inventory（TIPI-J））

結果 

4名のイノベーション人財への調査結果から、日本人平均よりも外向性、協調性、勤勉

性、開放性が高い数値が抽出された。 

一方で、神経症傾向が平均よりも大きく低く、緊張やストレスの多い状況で、精神的・

身体的に影響を受けにくいという点が推測される。これは事業を創り上げる段階で、様々

な混沌とした内外要因からのストレス耐性が強いといえる。 

 

図：調査対象者へのビック・ファイブ理論調査結果（日本語版 Ten Item Personality 
Inventory（TIPI-J））(n-8) 

① イノベーション人材 
A 氏 30 代 決済プラットフォーム立上げ   B氏 50代 事業会社立上げ 
事業開発経験あり               事業開発経験あり 

      
C 氏 30 代 地ビール会社創業        D氏 30 代 大手小売企業 
事業開発経験あり               事業開発経験あり 

   

① オペレーション人材            
E 氏 大手広告会社            F氏 大手製薬会社 
事業開発経験なし              事業開発経験なし  

    
G 氏 大手旅行会社             H氏 大手企業 
事業開発経験なし              事業開発経験なし 
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3.3 イノベーションマインド調査結果 

先行研究は、イノベーションを牽引した人財は価値発見力が強いという結果だが、今回

の調査対象者の回答では「価値創造」や「価値成長」（オペレーション人財項目）の項目

への反応も高い結果となった。 

今回の実務者イノベーション人財 4名の特徴をみると、価値創造から価値成長のサイク

ルを創り上げる点である。また、一部項目であるが数値化・計画性マネジメントは他項目

より数値が低く、イノベーション人財は数値化・計画性の点が弱い傾向も見て取れる。 

一方、オペレーション人財の調査結果からも価値創造力が低いわけではない。オペレー

ション人財は下記図を見ても分かる通り、個々人のグラフの波動の変化の波が大きくはな

い。バランスが取れており、アイデアから具現化する価値実現力が高いと見て取れる。 

3.4 本章の結論：イノベーション人財とオペレーション人財の素養と必要とされるスキ

ルの差異 

イノベーション人財の素養として先行研究の 1つでもある「イノベーション人財とオペ

レーション人財の違い」（細谷、2018）や、先行研究の「イノベーション人財に関するア

ンケート調査」（野村総合研究所、2012）から推測できるとおり、イノベーション人財が

創出するアイデアとサポートする優秀なオペレーション人財との配合などで支えるバラン

スが重要である。 

また、事業創造、拡大、成長、成熟の各フェーズでの人財バランスと配合を変えること

が重要であり、双方の人財のどちらかが良いというわけではない。 

 

図：イノベーションマインド・スキル調査の結果(n=8) 
イノベーション人材            オペレーション人材 

 

 

図：イノベーション人材とオペレーション人材のバランスイメージ 

 
出所：細谷功（2018）イノベーション人材とオペレーション人材の違い』筆者作成 
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第 4章 戦略と組織戦略の整合性 

4.1 本章における仮説 

優秀な人財が活躍するためにはそれを評価する評価制度が重要ではないだろうか。日本

の大手企業の多くは評価制度として MBO を多く採用しており、経営陣もしくは経営企画等

が検討した戦略・数値目標をカスケードダウンすることにより、各事業部やチームに細分化

され、個々人の KPIとなっていくことが多い。  

 また、いかにミッション・ビジョン・パーパスそしてバリューを浸透させ、企業で働く従

業員のキャリアとその成果を上げる仕組みがあるかを対象者ヒアリングと企業研究から調

査する。 

 

4.2 戦略と組織の整合性調査結果 

戦略と組織の整合性をめぐる項目についての調査結果は下記の通りである。 
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4.3 組織設計及び評価制度等で優れている企業研究 

今回は世界的に優れている Googleと筆者も所属していた、日本のユニコーン企業である

メルカリを研究対象として選定し、人財を活躍させるための仕組化を把握する。 

4.3.1 企業研究でのフレームワーク 

今回の企業研究では、『最強の戦略人事―経営にとっての最高の CAO／HRBPになる』（リー

ド・デシュラ―他、2020）のキューブワーク（組織システムと選択）のフレームワークを参

考に成功要因を把握する。経営者はこの一辺だけを変えるだけでなく、6つの面を綿密に整

合させ、整合性と絶え間ない改善を行う必要がある。 

 

 

 

4.4 本章の結論 メルカリ、Googleの企業研究結果からの考察 

調査結果や Google、メルカリ等の結果から見えてきたことは、戦略の人財・組織面の整

合性が取れており、各項目のバランスが取れ、整合性が揺らがないことが重要である点であ

る。優秀な人財がモチベーションを高く働くには、それぞれの施策を連動させ、制度自体を

絶え間なく改善させながら整合性を取る必要がある。 

図：キューブワーク（組織システムと選択）のイメージ図 

 
出所：『最強の戦略人事―経営にとっての最高の CAO／HRBPになる』（リード・デシュラ―他、2020） 
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A：業務プロセス ・業務プロセスがシンプルかつ、リードタイムが
最短で構築されており、最前線の従業員に対し、
惜しみなく投資してグッドジョブシステムを提
供している 

B：構造とガバナン
ス 

・優秀な人材が活躍しやすいように、勤務制度な
どは自由優先で作られており、それを守れず、逸
脱する人材は採用することはない。 
・組織は網の目で重要な課題・情報などが漏れな
い組織構成。組織構成も無駄にヒトを増員するの
ではなく、自動化を徹底 

C：情報と指標 ・統計学的な根拠に基づいたマネジメント・ヒュ
ーマン対応、評価指標を必ず学ぶ 
・人事評価が計測できることに絞られており、定
性的な評価がない。また、カルチャー・バリュー
の指標により、定性的な面を補足している。 

D：人材と報酬 ・採用は A クラスに絞り、自社の独自の採用基準
を満たす人材のみ 
・採用は優秀な人材にフォーカスされており、む
やみに人を増やす事を良しとしない。また、少し
足らないぐらいで仕事をする方が、従業員のスキ
ルアップになる 
・優秀な人材対しては報償も手厚い。また、従業
員が仕事に集中するために、従業員がコントロー
ルできないことに関しては手厚いサポート・補償
制度等がある。 

E：継続的な改善 ・人員を充足させず、絶えず自動化を図り続ける。
また、プロダクトファーストにおいて絶え間ない
改善と効果を求める。 

F：リーダーシップと
企業文化 

・経営陣と現場がミッション・ビジョン・バリュ
ーを日々落とし込むことを継続して行っている。 
・長期的な観点での成長を求め、短期的利益は重
視しない。メガトレンドや超長期的思考であり、
バックキャストでの戦略の志向性 
・ミッション・バリューが明確であり、シンプ
ル。イノベーションを起こすためのパーパスで
あること。従業員への腹落ちがあるかどうか。 
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第 5章 Talent Marketplace における人財マネジメントシステムの構築 

5.1 本章における課題点と考察 

 優秀な人財を確保し、自身のキャリアをかなえながら、自社のパーパス・バリューをスパ

イラルアップできる Talent Market place の在り方を検討する。 

 また、人財を企業の資本の 1つとして認識し、有形資産と同様に可視化・運用する人的資

本経営につなげ、可能性を持った社員一人一人が自律したキャリア形成と学びを続け、成長

を持続できる仕組みを社内に構築できないかを検討する。  

 

5.2  NEC内部における人財プラットフォームの活用状況 

NEC は社内プラットフォームである NEC Growth Careers（NGC）を開発。2020年度には

機械学習を用いた AI レコメンド機能を導入したが、利用者はグループ全体の 1％程度。 

また、2024 年度からは全社員がジョブ型雇用の導入を行う。ただし、現職務のポジショ

ンにて登用されるため、本来スキルと合致していないまま移行という形になる。 

 前章でもあるとおり、NEC 内のエンゲージメントは低空飛行であり、30％程度の水準の

ままである。 

 

  

図：NGC（NEC Growth Careers）の運用 

 
引用：NEC2022 年度統合レポート URL：https://jpn.nec.com/ir/library/annual/2022/pdf/etsuran.pdf 
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5.3 先行事例研究 Google カメレオンプロジェクト（Google社内向け Matching 

Market） 

 Google では様々な PJTの長短・規模に差があり、PJTが終了した際に人財をどうする

かの課題があった。また、社員も同様にキャリアが自律的に成長できることを望んで

いた。 

 2015年、各案件に最適な人財をアサインするため、これまでにない速さと正確性で人

財を流動させる仕組みを構築 

 流動規模を確保し、且つ公平性や社員の希望を反映させるため、AIとマッチングアル

ゴリズムを活用した社内公募を実施。初回対象者の 26%が異動。人財流動の結果、人

財交流とナレッジ交流が促進 

 上司と部下が建設的なコミュニケーションを行い、上司は部下のキャリアを実現する

ことが前提。また、経営層の人事権や介入を排除 

 社内政治や中央集権的な人事コントロールを排除。信頼できるコーディネーター的な

人物が採用をフォローする体制の構築 

 情報を全てオープンにし、双方が信頼できるルールメイキングを構築・重視 

 

5.4  Human＆Skill Growth Market Placeの提言 

5.4.1 Human＆Skill Growth Market Placeを検討するにあたっての課題感 

①単一プラットフォームによるネットワーク効果・マッチング率の少なさ。マッチングし

ない場合のユーザー離れの懸念 

②日本の社会人学習の低さ：2012年の経済協力開発機構（OECD）の調査では 18位 

 
③Amazonに見る Market Placeの多層化：プラットフォームを重層化することで、ネット

ワーク効果を最大限活用し、ユーザーとバイヤーに見事に価値を提供し続けている。 

  

図：30 歳以上の通学率 

 
出所：ニューズウィーク日本語版 URL: https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2015/08/post-3823.php 
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5.4.2 Human＆Skill Growth Market Placeの設計 

 ポジションマッチングの単一性プラットフォームでは、ユーザー数が限定され、各ユー

ザーのためにはネットワーク効果による価値創造が限定的になる可能性がある。また、ユ

ーザーの価値単位が妥当で興味深いものであれば、ユーザーは繰り返しプラットフォーム

に引き付けられ、更なる価値単位の流れが生まれ、より多くのインタラクションを促進す

る。 

 Human＆Skill Growth Market Placeでは、ポジションマッチングとスキル育成の異なる

レイヤーの 2層の Market Place を重層化して設計することで、人が学び続け、自分自身

のキャリアを実現することで、組織の成長のサイクルとの相乗効果を実現する。 

 

図：Human＆Skill Growth Market Placeの概念図 

 
筆者作成 

図：社員が入力した画面イメージ 

 
出所：筆者作成 
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5.5 NEC版 Talent Market placeのルールメイキングとしての課題点 

 あくまでプラットフォームは器（ツール）であり、利用する人々の公平・公正・一貫

性・信頼を揺ぎないものにするためには、ルールメイキングが重要である。法律ではない

が、不確実性が高い現在において一度ルールを決めたら変更が出来ないといったものでは

なく、絶え間なく変化することを前提として設計し、データに基づいて必要な対策を打つ

ことが重要である。 

 

  

図：マッチング最適化フローのイメージ 

 
出所：筆者作成 

図：ルールメイキングの改善サイクルのイメージ 

 
引用：江崎貴裕、数理モデル思考で紐解く RULE DESIGN -組織と人の行動を科学する(2022) 



2023 年度 グラデュエーションペーパー予稿 8822202 氏名：石﨑忠行 

21 
 

5.6 本研究のまとめと課題 

 序章では人財にはそれぞれの素養・マインドを持ち合わせており、業務に関連するこ

とが把握できた。 

 米国企業ではタレントマネジメントに素養・要素を重視し始めているが、日本企

業では、企業成長のフェーズによる多様性のある人財の組合せのバランスまで重

視はしていない。性格的素養やマインド要素等も加味した人財採用が重要。 

 戦略と人財、組織の連動・整合性を取るには、外部要因を捉え、緻密且つ連動・整合

性があるルールメイキングと絶え間ない改善が重要である。 

 メルカリの戦略は四半期毎ごとに常に変化していた。不確実性が高い環境下で戦

略と組織のあり方を見直し、改善をし続ける。また、組織の整合性を継続し続け

ることが成長への KSF である。 

 日本市場における人財不足が加速する中で、従業員の可能性を最大限引き出すための

機会と学びの連動性が重要 

 個人が成長し、新たなポジションに就くことで、組織に新たな人財（知）が入る

ことにより、組織成長が可能になる。ただし、従業員が常に自分自身を成長させ

るために学び続けるという習慣が日本にはない。政府でもリカレント教育やキャ

リア形成プログラムへの補助導入を行っているのと同様に、企業内でも従業員へ

の投資が重要となるのではないだろうか。 
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